
資料2  

障害者の一般就労を支える人材の育成のあり方に関する  

研究会報告書（案）  

平成21年3月   

障害者の一般就労を支える人材の育成のあり方に関する  

研究会   



はじめに  

第1障害者の一般就労を支える人材の現状と課題   

1．人材及び支援の現状  

2．一般就労を支える人材の育成に向けて  

（1）一般就労に向けた支援を行うための共通の基本的な知識・スキル  

（2）一般就労に向けた支援を専門的に担う人材の育成  

3．人材の階層的な育成と就労支援人材の裾野の拡大  

（1）人材の階層的な育成  

【資料1】 専門人材の役割・職務の整理表  

【資料2】 専門人材の研修体系  

（2）一般就労に向けた支援を担う人材の裾野の拡大  

第2 障害者の一般就労を支える人材に求められる基本的な知識・スキル   ・… ・10  

1．基本的な知識・スキルの考え方   

2．一般就労に向けた支援を行うための基本的な知識・スキル   

【資料3】 一般就労に向けた支援を行うための基本的な知識・スキル  

第3．一般就労に向けた支援を専門的に行う人材の育成のためのモデルカリキュラム  

1．モデルかノキュラムの考え方  

2．就労支援員   

（1）現状と課題   

（2）役割・必要な能力   

（3）モデルカリキュラム  

【資料4】 就労支援鼻のモデルカリキュラム  

3． 就業支援担当者   

（1）現状と課題  

（2）役割・必要な能力  

（3）モデルカリキュラム  

【資料5】 就業支援担当者のモデルカリキュラム  

4． 第1号ジョブコーチ   

（1）現状と課題  

（2）役割・必要な能力  

（3）モデルカリキュラム  

【資料6】 第1号ジョブコーチのモデルカリキュラム  

・・・・ ・15  

…・ ・19   

、 「I  



5． 第2号ジョブコーチ   

（1）現状と課題   

く2）役割・必要な能力   

（3）モデルカリキュラム  

【資料7】 第2号ジョブコーチのモデルカリキュラム  

・・・・ ・23  

第4 障害者の一般就労を支える人材の育成のために  

1．研修カリキュラム策定の考え方   

2．効果的な研修のための取組   

3．人材の育成に向けた今後の課題  

・・・・ ・27  

おわりに  ・・・・ ・30  

【別添1】 関係者からのヒアリング概要  

【別添2】 障害者の一般就労を支える人材に関する実態調査 結果報告   



「障害者の一般就労を支える人材の育成のあり方に関する研究会」  

報告書く案）  

〔はじめに〕  

○ 障害者の希望や適性に応じた一般就労を実現し、働く障害者を支えていくため   

には、就労支援施策の充実を図るとともに、障害者の一般就労を支える人材の育   

成を図り支援の質を向上させていくことが求められている。  

○ 障害者の一般就労を支える人材は、雇用、福祉、保健・医療、教育等の様々な   

分野、支援ニーズに応じた様々な機関に所属し、それぞれの役割に応じた業務を   

担っているなど、多様である。  

○ こうした人材が緊密に連携し、一人ひとりの障害者や障害者が働いている企業   

や事業所を支えるためには、一般就労に関する基本的な理念を理解するとともに、   

支援に必要な知識・スキルを習得していく必要がある。  

○ また、平成19年8月にとりまとめられた「福祉、教育等との連携による障害   

者の就労支援の推進に関する研究会」報告書において、 地域の関係機関が就労支   

援ネットワークを構築し、連携による支援を行うために必要な各分野の支援機関   

の役割・あり方、就労支援を担う人材の育成のあり方等についての提言がなされ   

たところであるが、人材育成のための能力要件を明確にし、育成方策についてさ   

らに検討を進める必要性が指摘されているところである。  

○ 本研究会では、以上のような観点を踏まえて、地域の就労支援機関において一   

般就労を支える人材について現状と課題を把握し、それぞれの役割に応じた就労   

支援のプロセス・職務等の整理、支援に必要な知識・スキル等の明確化、専門性   

の向上を図るための研修体系、さらには具体的なモデルカリキュラムを提示する   

ための検討を行ってきた。  

また、本研究会の下に作業部会を立ちあげ、研究会での議論を踏まえ、就労支   

援の職務や支援に必要な基本的な知識・スキルを整理するとともに、モデルカリ   

キュラムの原案を作成し、それらを基に本研究会において検討を重ねた。  

このたび、それらの結果をとりまとめたので、報告する。  
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第1障害者の一般就労を支える人材の現状と課題  

1．人材及び支援の現状  

（一般就労を支える人材の現状）   

○ 障害者の一般就労を支えるための支援には、障害者のライフステージ、障害特  

性に応じて様々な機関、様々な職種の人材が関わっている。就労支援に関わる機  

関には、それぞれ固有の目的や役割があり様々な経歴や知識・スキルを持った者  

が就労支援の第一線に配置されているが、障害者の一般就労に向けた本格的な取  

組は始めたばかりという機関・人材も多く、支援に必要な知識・スキルを十分に  

有してない場合も多い。  

（地域の就労支援の状況）   

○ 地域の就労支援の状況をみると、就労支援の経験が長い担当者が中心となって  

関係機関と緊密に連携し、様々な個別ケースについて状況に応じて支援を分担す  

るなどネットワークによる連携が機能している地域もある一方で、フォーマルな  

会議は設置しているものの、関係機関の役割分担が認識されていないこと、支援  

ノウハウを有した人材が不足していること等から個々の支援において十分に連  

携できていない地域も多い。  

2．一般就労を支える人材の育成に向けて  

（1）一般就労に向けた支援を行うための共通の基本的な知識・スキル   

（分野横断的な基本的な知識・スキル）   

○ 就労支援に関わる機関や人材の多様性は、障害者の一般就労を支える上での  

様々なニーズに応えるものであり、これらの機関がネットワークを構築し連携に  

よる支援を行うことは非常に有効である。各機関が自らの役割を果たすとともに  

連携による就労支援を効果的に機能させるためには、一般就労に向けた共通の認  

識を持ち、一般就労に向けた支援に必要な基本的な知識・スキルを有する人材を  

育成していくことが早急に求められる。   

○ また、一般就労に向けた支援を行うための基本的な知識・スキルは、雇用、福  

祉、保健医療、教育等の分野、機関や人材の種別に関わりなく共通する部分が多  

いと考えられる。   

（地域のネットワークを支える共通基盤）   

○ 各機関の人材が共通の知識・スキルを習得することは、一般就労を支える支援  

ネットワークのプラットフォームともいうべき共通基盤の形成に資することが  

でき、．各機関においてそうした人材が中核となって、他機関と連携しながら就労  

支援の実績を積み重ねていくことで地域においてネットワークが構築され、連携  

による効果的な支援が定着していくと考えられる。  
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（2）一般就労に向けた支援を専門的に担う人材の育成  

（地域における人材育成の取組の促進）   

○ 障害者自立支援法の施行以降、就労支援を担う人材育成のために地方公共団体  

や民間機関等が研修会やセミナー等を開催するなど、人材育成の取組が拡がって  

きている。また、障害者職業総合センターにおける人材育成の取組に加え、平成  

20年12月に公布された改正障害者雇用促進法により地域障害者職業センターに  

おいて、障害者の一般就労を支える関係機関の職員等への職業リハビリテーショ  

ンに関する実践的な知識・技能等の向上のための実務的研修や就労支援を行う地  

域の関係機関に対する技術的事項についての助言・援助を通じて、就労支援の知  

識や実践的なスキルを習得するためのサービスを提供することとしている。   

○ こうした人材育成に向けた研修等の取組が効果的に行われ、障害者の一般就労  

を支える人材が支援に必要なノウハウが身につけられるよう、各人材に共通する  

基本的な知識・スキルを示すとともに、人材の専門性に応じて求められる役割や  

能力を明確にし、育成するためのモデルカリキュラムを示すことが求められてい  

る。  

（一般就労に向けた支援を専門的に行う機関・人材）   

○ 障害者の一般就労を支える様々な機関の中でも、障害者雇用促進法に基づく職  

業リハビリテーション機関であるハローワーク、地域障害者職業センター、障害  

者就業・生活支援センターを始め、障害者職業能力開発校、就労移行支援事業者、  

特別支援学校、発達障害者支援センター、地方公共団体が設置する就労支援機関  

等については、就労支援の場面で質の高いサービスを提供するとともに個々のケ  

ースに応じた関係機関との連携・調整の際に中核的な役割を担うことが求められ  

ており、これらの機関において就労支援を担う人材の育成は極めて重要である。  

（早急に育成が必要な人材）   

○ とりわけ、障害者自立支援法施行に伴い福祉から雇用へ一層の促進を図ること  

や企業に対する人的支援等のニーズが高まってきていること等を踏まえ、十分な  

研修体系が整備されていない就労移行支援事業者の就労支援員、全ての障害福祉  

圏域への設置をすすめている障害者就業・生活支援センターの就業支援担当者  

（主任就業支援担当者を含む。）、障害者基本計画に基づく重点施策実施5か年計  

画において平成23年度までに養成数5，000人の数値目標が掲げられているジョ  

ブコーチ等の育成のために、早急な研修体系の整備又は見直しが必要である。  

3．人材の階層的な育成と就労支援人材の裾野の拡大   

（1）人材の階層的な育成   

（現状・役割等の整理）  

○ 早急に育成が必要な人材として、就労移行支援事業者及び就労支援員、障害者  
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就業・生活支援センター及び就業支援担当者、第1号職場適応援助者助成金支給   

対象法人及び第1号ジョブコーチ、第2号職場適応援助者助成金支給対象事業主   

及び第2号ジョブコーチに対して現状を把握するためにアンケート調査を実施   

するとともに、参集者からの報告及び関係者からのヒアリングを実施した。  

○ さらに、調査で得られたこれらの人材（以下「専門人材」という。）の現状と   

課題を踏まえて、専門人材ごとに役割や必要な能力、職務について整理し、【資   

料1】「専門人材の役割・職務の整理表」（次ページ参照）により示した。なお、   

専門人材ごとの現状と課題、役割等の具体的な内容は第3において示している。  
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【資料1】  

願 ．．【磁  

（就労移行支援事業所の利用者  

に対し、）  

作業訓練や職場実習等を通じて、  
一般就労に必要な知識の習得及  

び能力の向上を行うとともに、求  
職活動の援助を行い、一般就労  

に送り出す役割  

（活動区域内の就職を希望する障  

害者に対し、）  

地域の関係機関と連携し、相談  

から就職準備、職場定着に至る  

まで、個々の障害者に必要な就  
業面・生活面の支援をプランニン  

グ・コーディネートする役割  

（社会福祉法人等の障害者  

を理解する側の立場から、）  
（企業等の受け入れ側の  

立場から、）  

障害者の職場適応を容易にするため、職場においてアセスメ  

ントや事業所内の調整、職場での集中的支援からフォロー  
アップまでのきめ細やかな人的支援を行う役割  

○一般就労への移行支援  

・職業準備性や作業遂行能力の  
把握  

・ハローワークへの求職登録等求  

職活動支援  

・職場実習の受入先の確保  

・関係機関と連携した職場開拓、  

職場定着  

○関係機関との連携  

○一般就労を希望する障害者へ  
のアセスメント  

○個別の支援計画の策定  

○必要な支援のあっせん  

○就職活動・職場定着支援  

○事業主に対する雇用管理に関  
する助言  

○地域における就労支援のコー  
ディネート  

○ジョブコーチ支援計画の策定  

○対象者及び職場のアセスメント  

○作業工程の把握と分析  
○職場適応支接  

○ナチュラルサポートの形成とフォローアップ  

雪  

○個別の支援計画を策定し、支  

援の進捗管理ができる。  
○担当者に対して指導、助言が  

できる。  
○地域における就労支援全般を  

マネジメントし、就労支援ネット  

ワークの構築ができる。  

○支援計画を策定し、支援の進捗管理ができる。  

○経験の浅いジョブコーチに対して指導、助言ができる。  

○新たな仕事の切り出しや職務の再構成ができる。  

○支援計画に基づき、職  

場適応支援ができる。  

○本人の特性を見極め、  

わかりやすい適切な指導  
ができる。  

○職場環境をアセスメント  
し、事業主への助言や環  

境整備ができる。  

○支援先事業所を把握し  

事業所のニーズを把握で  

きる。  

○支援計画に基づき、職  

場適応支援ができる。  

○本人の特性を見極め、  

わかりやすい適切な指導  
ができる。  

○職場環境をアセスメント  
し、関係者への助言や環  

境整備ができる。  
○障害者雇用について事  

業所内で理解を得る。   

担当者  
○サービス管理者が策定する支  

援計画に基づき支援ができる。  

○利用者の特性を把握し、関係  

機関や事業主等に助言すること  
ができる。  

○関係機関の役割を理解し、必  
要に応じて連携することができる。  

○主任が策定する支接計画に基  

づき各種の支援ができる。  

○地域の関係機関と連携して支  

援ができる。  

○地域の労働市場を理解し、事  
業所のニーズを把握できる。  



（人材に必要な知識・スキル）  

○ 専門人材に必要な知識・スキル等の整理を通じて、その結果、就労支援に必要   

な知識・スキルには、役割や職務に違いがあるとしても専門人材に共通した基本   

的な知識・スキル及びそれぞれの人材の役割や専門性に応じて付加することが望   

ましい知識・スキルがあることがわかった。共通した基本的な知識・スキルは、   

2．（1）で示した分野横断的な基本的な知識・スキルと言えよう。  

○ なお、次の第2において基本的な知識・スキルを示すとともに、第3において   

専門人材に付加することが望ましい知識・スキルを盛り込んだモデルカリキュラ   

ムを示した。  

（階層的な育成）  

○ 就労支援を専門的に担う人材については、その役割を果たし質の高い支援サー   

ビスが提供できるよう、共通の基本的な知識・スキルを基礎として、当該機関に   

おいて必要とされる実践的かつ専門的な能力を身につけるために、研修修了後の   

フォローアップをしながら段階的に育成する必要がある。  

○ 例えば、支援に必要な基本的な知識・スキルを習得し上級者の策定する支援計   

画に基づき就労支援業務を行う現場の第一線で支援を行う担当者として経験を   

積んだ後、自ら支援計画を策定し、担当者の行う支援の指導・助言、関係機関と   

の連携体制の構築等を行うなど当該機関の行う支援のマネジメントを担うこと   

ができるように能力を向上させる機会を設けるなど研修体制を構築していく必   

要がある。  

○ なお、これらの人材の研修体系のモデルとして【資料2】「専門人材の研修体   

系」で示している。  

【資料2】専門人材の研修体系   



（2）一般就労に向けた支援を担う人材の裾野の拡大   

○ 第2に示す基本的な知識・スキルについては、専門人材の育成ばかりでなく、  

障害者が潜在的に持っている働く意欲を引き出し、必要な時期に一般就労に向け  

た支援につなぐことができるよう就労支援を担う人材の裾野の拡大にも活用で  

きる。   

○ 例えば、障害者の相談支援や生活支援を担当する者、特別支援学校の進路指導  

担当以外の教員、また、発達障害の生徒は通常の高等学校や定時制・通信制の学  

校等に在籍している場合が多いという指摘があり、こうした学校の進路指導担当  

教員等は、障害者の一般就労に向けた支援にたとえ直接携わらないまでも、障害  

者の一般就労を支える地域のネットワークの一員として、障害者が働くことの意  

義や就労支援に関する共通の基本的な知識等を理解できる機会を設けることが  

重要であり、セミナー等の内容について充実させていく必要がある。  

第2 障害者の一般就労を支える人材に求められる基本的な知識・スキル  

1．基本的な知識・スキルの考え方   

○ 障害者の一般就労を支える人材が共通して身につける必要がある基本的な知  

識・スキルについては、以下の2．によりカテゴリーごとに整理をして示した。   

○ なお、これらの基本的な知識・スキルは、研修を受講することにより身につけ  

られるものばかりでなく、就労支援の専門家や上級者から助言・指導を受けるこ  

とや支援現場での経験の積み重ねや支援の振りかえり等を通じて自ら習得する  

べき部分も多い。   

○ また、ここで示した基本的な知識・スキルは、「障害者の一般就労」の支援に  

直接必要な知識・スキルに焦点を当てて整理したものであり、障害者の就労支援  

を行う者としての心構えを持つことやカウンセリングスキル、コミニュケーショ  

ンスキル、アセスメントスキル等といった障害者支援というヒューマンサービス  

に携わる人材として身につけているべき能力の習得は直接的には含んでいない  

が、その重要性はいうまでもない。とりわけ、就労支援を行うに当たって、障害  

者や企業等に対するアセスメントスキルは最も必要なスキルの一つであるが、各  

機関・人材の役割や専門性に応じてアセスメントに関するスキルを磨くことが必  

要である。  

2．一般就労に向けた支援を行うための基本的な知識1スキル   

○ 一般就労に向けた支援を行うために必要な共通の基本的な知識・スキルの具体  

的な内容を【資料3】「一般就労に向けた支援を行うための基本的な知識・スキ  

ル」（次ページ参照）により示した。  
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【資料3】一般就労に向けた支援を行うための基本的な知識・スキル ～就労支援の共通基盤－   

大項目  中項目   主な内容   研修方法   

・障害者が働くということ（特に企業において）   
A障害者が働くということ  

講義、演習、見学、  
当事者等の声  

B霊リハビリテ‾ション  ・織業リハビリテーションの基本的理念   講義  

・障害別（身体障害、知的障害、精神障害、発達障害、その他）  
C障害特性と職業的課題   の障害特性と職業的課題、支援上の留意点   

講義  
就労支援の基  

講義  
（む礎的知識・理 A 臼  

・就労支援のプロセス（インテーク、アセスメント、準備訓練、求  
E苦認プロセスと   職活動、ハローワークの利用方法、初期・中長期の定着支援） ・全体のプロセスにおける自らの役割   講義  

業生活支援と家族支  ・職業生活を支える支援の考え方と方法  
F  

講義   
・家族への支援の考え方と方法  

・障害者雇用の現状  
A障   ・障害者雇用対策や障害者雇用支援策（トライアル雇用や各種  

助成金等）の概要   
講義  

②苧詣欝こ関   
B芸働関係法規の基礎知  ・労働基準法、最低賃金等基本的な労働関係法規の概要   講義  

c 讐諾福祉一致育関連  ・就労支援と関係の深い障害者福祉・教育関係の制度   講義   

・雇用、福祉、教育等地域の関係機関の役割  
（ハローワーク、地域障害者職業センター、障害者就業・生活支  

A 関係概関の役割  援センター、就労移行支援事業、特別支援学校、発達障害者  講義  

③の役  支援センター、難病相談・支援センター等）  
・自らの役割の認識  

・開陳機関の役割分担と連携のあり方  
B関係機関の連携  ・関係機関への情報提供の仕方、守秘義務と情報の共有化  

・就労支援におけるネットワークの重要性の理解   

営の基本と企業  ・企業経営の基礎  
A  ・企業の視点や企業文化   講義  

④霊者   
・就労支援における企業のニーズ   講義  

C事業所見学・実習   ・事業所における障害者雇用の実際   見学、実習、意見   
交換   

⑤蒜労支援の実   A就労支援機関の見学  リ＼ローワーク、地域障害者職業センター、障害者就業・生活セ ンタ一等における就労支援の実際  見学、意見交換  
Bケーススタディ   

・就労支援の全体的なプロセスの実際  
・関係機関の関わり方   

事例研究   

※これらの知言  ・スキルに関して研修を行う際には、全てを盛り込むのではなく、対象者やニーズに応じて、特に重要なもの、   
不足しているものを中心に研修プログラムを組む必要がある。また、研修を受講するだけではく、実際の支援を通じたOJT、自  
己啓発等により身につけることが必要である。  

く参考＞就労支援のみならず、障害者の支援を行う上で、重要な知識・スキル  

中項目   主な内容   研修方法   

・支援者としての心構え   
A 支援者としての自己理  講義、演習  

・相談者側の視点と様々なアプローチ法   

A カウンセリングの基本  ・傾聴等カウンセリング技法の基本   講義、演習   

B 面談手法   ・把握すべき必要な情報、記録の仕方   
・面談の際の留意点   講義、演習  

A宕ユニケ‾ションの基  ・話の聞き方、分かりやすい説明の仕方   講義、演習   

・チーム論（考えの異なる人の立場を理解し、連   
携する方法）  

B他者との関係づくリ  講義、演習  

ンテーションの方法   

Cビジネスマナー   ・企業訪問等の際の留意点、マナー   講義、演習   
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第3 一般就労に向けた支援を専門的に行う人材の育成のためのモデルカリキュラム  

1．モデルカリキュラムの考え方   

○ 専門人材のモデルカリキュラムは、第2で示した基本的な知識・スキルを踏ま  

え実践的かつ専門的な能力を身につけるため、各人材の現状や課題、役割等に応  

じて重点化を図っているとともに、専門性に応じた独自の内容も盛り込んである。  

なお、ここで示したモデルカリキュラムは現在の状況を踏まえて策定しているも  

のであり、今後、専門人材の育成状況に応じて研修内容を見直していく必要があ  

る。   

○ さらに、第1号ジョブコーチ及び第2号ジョブコーチについては、高齢・障害  

者雇用支援機構の他、厚生労働大臣が定める職場適応援助者養成研修として指定  

し養成を図っているところであるが、モデルカリキュラムを踏まえて指定基準の  

見直し等を図る必要がある。  

2．就労支援員（就労移行支援事業者に配置）  

（1）現状と課題   

○ 就労移行支援事業者は、就労を希望する障害者に対して、生産活動等の機会を  

通じて、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等のサービスを提  

供する役割を担う。就労移行支援事業者に配置される就労支援員は、サービス管  

理責任者が策定する個別支援計画に基づいて、サービスを利用する障害者に対し  

て、関係機関と連携しながら求職活動や職場定着支援等を行うことが本来の業務  

とされている。   

○ 就労支援員には特段の資格要件は求められておらず、調査によりその状況をみ  

ると、他の専門人材と比較して若年層が多く障害者支援経験が少ない者も多い。  

また、障害者の就労支援経験が3年未満である者が8割弱と多く、就労支援員か  

らは就労支援業務に必要な基本的な知識やスキルが不足しているとの意見が多  

い。   

○ 就労支援員の業務量から日頃担っている職務をみると、施設内の作業指導に従  

事している傾向が強く、本来の業務である関係機関と連携した就労支援業務を行  

っている者の割合は少ない。また、この傾向は障害者の就労支援経験の少ない者  

ほど顕著である。これは他の職員との間で明確に職務が区分されていないこと、  

就労支援員の本来の業務を理解していないこと、さらには本来の業務を担うため  

に必要な知識やスキルが身に付いていないこと等が要因になっていると思われ  

る。   

○ 就労移行支援事業者の多くが移行支援事業開始とともに障害者の就労支援を  

開始していることから、事業者にもノウハウが蓄積されておらず、職場のOJT  
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を通じて就労支援の知識やスキルを身につけることは難しいと想定される。  

○ 関係機関と連携して就労支援を担う就労支援員の役割は重要であることから、   

早急に就労支援員向けの統一的な研修を整備し、就労支援に必要な基礎的な知   

識・スキルや関係機関との連携に関する実践的なノウハウを身につけることので   

きる機会を提供することが必要である。  

（2）役割1必要な能力   

○ 就労支援員は、障害者が施設内の準備訓練を通じて一般就労に移行し職場に適  

応できるよう施設内外の人材と連携しながら支援を行う。障害者と密接に関わる  

中で支援をしており、一般就労に移行するために必要な職業準備性や作業遂行能  

力などがどの程度備わっているのか把握できる立場にある。このため、関係機関  

との連携による就労支援を行うに当たって、障害者の障害特性や職業生活を送る  

上での配慮すべき事項や課題等を把握し、必要に応じて連携先に伝えることが求  

められる。  

（3）モデルカリキュラム   

○ 就労支援員のモデルカリキュラムについては、サービス管理責任者の策定する  

支援計画に基づき就労支援業務を行う現場の第一線で支援を行う担当者として  

の業務を行うレベルを想定している。   

○ 具体的なモデルカリキュラムについて、【資料4】「就労支援員のモデルカリキ  

ュラム」（次ページ参照）により示した。  
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【資料4】就労支援旦の研修モデルカリキュラム   

①研修の概要  

対象者   就労移行支援事業者の就労支援員   

研修時間  15時間程度   

受講者数  20人程度   

研修のねらい  就労支援員としての業務に必要な知識等を習得し、関係機関との連携に関する実践   ノハ 
的なウウを習得する。   

②カリキュラム  

・職業準備性の考え方、働くことの意味について  

職業準備性と就労   ・一般就労にむけた課題の把握、就労移行支援の留意事項  講義 演習 グル 2～4   

ープ討議  オリシ●ナル   

・就労移行支援のためのチェックリストの利用方法   

障害特性と職業的  ・障害別の障害特性と職業的課題、就労支援上の留意事項  講義   1■－2  1c   
．＝＝さ三   等   

・障害者雇用の現状  就労支援に関A  

障害者雇用施策の    ・障害者雇用対策、各種制度の概要   
概要と労働関係法  講義   る制度   

1～2  

規の基礎知謀   
・労働基準法、最低賃金法等の労働関係法規の概要  

就労支援に関B  
る制度   

・地域の就労支援機関と役割の紹介  3関係機関の役A  
地域の就労支援機   ・地域の関係機関における自らの役割の理解   ・連携   

関とネットワークの  講 2・、■3  

活用   
＿  

・地域のネットワークの在り方  3関係機関の役8  
・地域の支援機関との連携事例の報告（グループ討議）   ・連携   

・企業経営の基礎や企業の視点  4寄者A  
用  

企業における障害 者雇用の実際   ・企業における障害者雇用の考え方  講義   1．5～2．  
見学  5   

・障害者雇用の現場見学  4寄者c   

・就労支援の一連のプロセスを含むモデル事例のケースス  
タディ  

ケースから学ぶ就 労支援プロセスの 実際    （就労支援のプロセスを網羅し、かつ就労支援員の役割が  ケーススタ  2～4  就労支援の実B   よくわかる典型的な事例を通じ、支援の流れと各支援内容、  
制度の活用の仕方、就労移行支援事業の役割、関係樅関  
の連携の仕方等を学ぶ）   

※r共通基盤との対比jにおいて、資料3で示した項目に対応する内容を示した。「オリジナル」とは、就労支援員の役割や専  
門性に応じて付加した内容である。  
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2．就業支援担当者（障害者就業・生活支援センターに配置）  

（1）現状と課題   

○ 障害者就業・生活支援センターは、就労支援と生活支援を一体的に行う身近な  

地域の就労支援機関として着実に実績を上げており、現在は全国に206箇所設置  

されているが、平成23年度までには全ての障害保健福祉圏域に設置することと  

されている。また、センターに配置されている就業支援担当者は、一般就労を希  

望する障害者のアセスメントを始め、地域の様々な関係機関と連携しながら就労  

支援をコーディネートする業務を担っている。   

0 1センターあたりの就業支援担当の体制は、これまで就業支援担当者を全国一  

律2名配置してきたが、平成20年度より支援実績等を勘案して実施体制を充実  

しているところであり、現在では各センターに1名の主任就業支援担当者及び1  

～3名の就業支援担当者を配置しているところである。他に、生活支援担当者が  

1名配置されている。   

○ 地域全体の就労支援サービスの調整を始めとして様々な支援を行うことや、多  

数の関係機関が連携してきめ細かい支援を必要とする求職希望者が増えている  

こと、障害者の一般就労が進んでいく中で職場への不適応や生活上のトラブルが  

多く発生することが予想されることから、生活面及び就業面における支援ニーズ  

を酌み取り、必要な関係機関と連携して一体的に支援を行うセンターの役割が  

益々重要になってくる。   

○ 全ての障害保健福祉圏域に設置を進める中で地域格差が生じないよう質の高  

いサーービスを確保していくためには、就業支援担当者への統一的な研修が重要で  

ある。さらに、調査によっても、就労支援に関する実践的なノウハウや知識、企  

業に関する情報や支援ノウハウが不足しているといった就業支援担当者の実情  

もみえ、地域におけるセンターの役割を果たしていくためには、幅広い知識や新  

たな支援技法を習得するとともに、様々な課題を解決する能力を身につけること  

が必要であり、センター業務の経験を積んだ者に対して、実践的なスキルを磨く  

ための研修が必要である。   

○ さらに、平成20年度よりセンターの業務管理を担う者として設置した主任就  

業支援担当者を対象に、就業支援担当者が行う支援内容・方法に対する指導、助  

言等を通じた部下の育成、支援計画の策定やアセスメント等のケースマネジメン  

トを担う等、センター業務のマネジメント的側面に主眼をおいた研修が必要であ  

る。   

○ また、センター業務においては、様々なケースを扱い解決すべき課題も多様で  

あることから、地域を越えて支援事例を共有し、自らの支援方法を振り返ること  

や、問題解決の糸口をつかむ機会が必要であり、例えば、事例発表やグループ討  

議を中心にした担当者同士が支援技術を磨くための経験交流会等は非常に有効  
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である。  

（2）役割・必要な能力   

■  

○ 就業支援担当者は地域の就労支援において幅広い役割を担い、就労支援の全て   

のプロセスを理解する必要があるとともに、障害者の状況を本人や支援者から的  

確に把握し、ハローワークや事業所に対して障害の特性や必要な配慮、不適応の  

予兆等を分かりやすく伝えることが求められる。また、単独で支援をすることよ  

りも関係機関と連携しながら支援を行うことが求められる。   

○ 主任就業支援担当者は、障害者の支援ニーズを踏まえて就労支援計画を策定す  

るとともに、支援の進捗状況を把握し就業支援担当者の指導を行う。また、就労  

支援に必要な機関との関係を構築する役割を担う。一方、就業支援担当者は、主  

任の指導の下で、関係機関との連絡・調整を行いながらサービスを提供する役割  

を担うことが求められる。   

○ 就業支援担当者には地域の障害者の実情や社会資源に精通し、障害者の多様な  

ニーズを的確に捉えてどの機関とどのように連携するのか、どう分担するのか、  

福祉や雇用に関する正確な知識とアセスメント、コミュニケーション、コーディ  

ネート等の実践的なスキルが求められる。さらに、主任就業支援担当者にはこれ  

らに加えて管理者としての役割の理解、地域のケアマネジメントを担うためのス  

キル、指導力が必要となる。  

（3）モデルカリキュラム   

○ 就業支援担当者のモデルカリキュラムについては、主任就業支援担当者等の上  

級者の策定する支援計画に基づき就労支援業務を行う現場の第一線で支援を行  

う担当者としての業務を行うレベル、さらに、支援経験を積んだ後、新たな支援  

技法や課題解決力等を身につけ、実践力の高い者として育成するレベルを想定し  

ている。   

○ 主任就業支援担当者のモデルカリキュラムについては、センター業務の管理者  

として、就労支援計画を策定し担当者の行う支援の指導・助言、関係機関との連  

携体制の構築等を担うことができるレベルを想定している。   

○ 具体的なモデルカリキュラムについて、【資料5】「就業支援担当者のモデルカ  

リキュラム」（次ページ参照）により示した。  
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【資料5】就業支援担当者の研修モデルカリキュラム   

1．就業支援担当者研修   

①研修の概要  

対象者  新任の就業圭援坦当書   

研修時間  20時間程度   

受講者数  50人程度   

障害者就業・生活支援センターの業務に必要な知識等を習得し、関係機関との連携も  
研修のねらい     含めた就業支援の全体像、職リハに関する基本的なノウハウを習得する。   

②カリキュラム  

・知的障害・発達障害の障害特性と隠美的課題   

・就労支援のプロセスと就業支援担当者の役割  

・アセスメント方法  
・障害者就業・生活支援センターにおけるケアマネジメントの実際   

※「共通基盤との対比」において、資料3で示した項目に対応する内容を示した。「オリジナルJとは、就業支援担当者の役割  
や専門性に応じて付加した内容である。  
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